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 の評価換えの直前の時までの期間をいいます。）及び評価換後期
間（その評価換えがあった時から当該事業年度終了の時までの期
間をいいます。）をそれぞれ一事業年度とみなして、その有価証
券の一単位当たりの帳簿価額を算出することとされました。 
なお、この場合において、民事再生等評価換えは、評価換えの
基礎となる事実が生じた時に行われたものとされます。 

 

(8) 外貨建資産等の評価
換えをした場合のみな
し取得による換算（法
令122の２、改正法附則
10③、11②） 

〇 外貨建資産等について民事再生等評価換えが行われた場合に
は、評価換えの基礎となる事実が生じた時に、外貨建資産等の取
得又は発生の原因となった外貨建取引を行ったものとみなすこ
ととされました。 
 

(2)①の適用時期等と
同じとなります。 

(9) 分割前事業年度等に
おける連結法人間取引
の損益の調整（法令122
の14④一･四、155の22
③一･四、改正法附則10
③、11②） 

○ 譲渡損益調整資産につき一定の事由が生じた場合にその譲渡
利益額又は譲渡損失額に相当する金額を益金の額又は損金の額
に算入する金額の計算について、民事再生等評価換えが行われた
場合が追加されました。 

(2)①の適用時期等と
同じとなります。 

(10) 特定資産に係る譲
渡等損失額の損金不算
入（法令123の８⑦四、
改正法附則10③、11②） 

〇 特定引継資産の譲渡等特定事由から民事再生等評価換えにお
ける評価損の計上を除くこととされました。 

(2)①の適用時期等と
同じとなります。 

 

Ⅱ 減価償却制度に関する改正 

 

○ 特別償却制度等について、次の改正が行われました。 

改 正 事 項 改 正 の 内 容 適 用 時 期 等 
(1) エネルギー需給構造
改革推進設備等を取得
した場合の特別償却
(措法42の５①、68の10
①、平４大蔵省告示第
57号、平17財務省告示
第122号)  

○ 適用対象となる新エネルギー利用設備等から電気自動車が除か
れました。 
 
 
 

平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 

(2) 事業基盤強化設備を
取得した場合等の特別
償却（措法42の７①四、
68の12①四、平９大蔵
省告示第221号、平17財
務省告示第123号） 
（措法42の7①五､68の
12①五､平11農林水産省
告示第1335号､平17農林
水産省告示第581号） 
（措法42の７①六～八、
68の12①六～八、旧措法
42の７①六･七、68の12
①六･七、旧措令27の７
⑨～⑪、39の42⑨～⑪、
改正法附則１十九、31
①、45①） 

○ 特定旅館業を営む大規模法人について、適用対象資産から旅館
業用電子計算機が除かれました。 
 
 
 
 
○ 認定農業者に該当する法人について、適用対象資産から次のも
のが除かれました。 
 ・自走式トレンチャー 
 ・自走式畝立マルチ施肥機 
〇 中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法及び新事
業創出促進法が廃止され、中小企業経営革新支援法が中小企業新
事業活動促進法に改正されたことに伴い、次のとおり制度が改組
されました。 

適 用 対 象 法 人 適用対象資産 

イ 中小企業新事業活動促進法に規定す
る承認経営革新計画に従って経営革新
のための事業を行う同法に規定する中
小企業者 

当該承認経営革
新計画に定める
機械及び装置 

ロ 中小企業新事業活動促進法に規定す
る認定異分野連携新事業分野開拓計画
に従って異分野連携新事業分野開拓の
ための事業を行う同法に規定する中小
企業者  

当該認定異分野
連携新事業分野
開拓計画に定め
る機械及び装置 

ハ 中小企業新事業活動促進法に規定す
る中小企業者で一定の業種に属する事
業を営むもののうち設立の日以後５年
以内のもの 

当該事業の用に
供される機械及
び装置 

(注)  適用対象法人からはいずれも事業協同組合等及び大規模法人の子

会社は除かれます。 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 
 
 
同 上 
 
 
 
中小企業経営革新支援
法の一部を改正する法
律の施行の日（平17.
４.13）以後に取得等を
するものについて適用
され、同日前に取得等
をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 



 -6-

(3) 沖縄の特定中小企業
者が経営革新設備等を
取得した場合等の特別
償却（措法42の10①、
68の14①、旧措法42の
10①、68の14①、改正
法附則１十九、32、46） 

○ 中小企業経営革新支援法が中小企業新事業活動促進法に改正さ
れたことに伴う所要の整備が行われました。 

中小企業経営革新支援
法の一部を改正する法
律の施行の日（平17.
４.13）以後に取得等を
するものについて適用
され、同日前に取得等
をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 

(4) 特定設備等の特別償
却（措法43①一、68の
16①一、改正法附則33
①、47①、昭48大蔵省
告示第69号、平17財務
省告示第124号、平17財
務省告示第218号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

(措法43①三、68の16①
三、措令28⑧、39の46
⑧、旧措法43①三、68
の16①三、旧措令28⑧、
39の46⑧、改正法附則
33①、47①、昭48大蔵
省告示第69号、平17財
務省告示第124号） 
 
 
 
 
 
 
 

○ 公害防止用設備に係る特別償却について、次の改正が行われま
した。 
 イ 特別償却割合が次のとおり引き下げられました。 

対  象  資  産 改正前 改正後 

公  害  防  止  用  設  備 16％ 14％ 

 一般公害防止用設備に該当する構築物 12％ 10％ 

 
 
 ロ 次の設備について、その適用期限が平成18年３月31日まで１
年延長されました。 
  ① 一般公害防止用設備 
   ・汚水処理用設備のうち槽 
   ・ばい煙処理用設備のうち煙突 
   ・汚水処理用等設備のうち汚水処理装置 
   ・ばい煙処理用等設備のうちばい煙処理装置 
   ・ＰＣＢ汚染物等処理用設備のうち超高温焼却装置、分解装
置、洗浄装置及び分離装置 

  ② 特定フロン等破壊等設備 
   ・特定フロン等破壊装置及び特定フロン等供給装置 
 ハ 一般公害防止用設備について、その適用期限が平成19年３月
31日まで２年延長されました。 
  ・汚水処理用等設備のうち紫外線及びオゾン併用分解装置並び
に逆浸透膜分離装置 

  ・ばい煙処理用等設備のうち燃焼分解装置、触媒分解装置及び
廃ガス冷却装置 

  ・窒素酸化物抑制設備のうち窒素酸化物抑制装置 
  ・産業廃棄物処理用設備のうち高温焼却装置及びばい煙処理装
置 

 ニ 一般公害防止用設備に揮発性有機化合物排出抑制設備が追加
されました。 
 
○ 船舶等に係る特別償却について、次の改正が行われました。 
 イ 適用対象資産となる船舶の要件に、環境への負荷の低減に資
する一定のものが追加されました。 
 ロ 特別償却割合が次のとおり引き下げられました。 

対  象  資  産 改正前 改正後 

内  航  船  舶  16％ 

 二 重 構 造 タ ン カ ー 18％ 
16％ 

外 航 船 舶 (３千トン未満) 16％ 16％ 

外 航 船 舶 (３千トン以上) 18％ 

 二 重 構 造 タ ン カー 19％ 
18％ 

 ハ 適用対象資産から船員訓練設備が除かれました。 
 
 
 ニ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

 
 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 

－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
平17.6.1以後に取得等
をするものについて適
用されます。 
 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
 
 
 
 
平17.4.1前に取得等を
したものについては、従
来どおり適用されます。 
－ 

(5) 関西文化学術研究都
市の文化学術研究地区
における文化学術研究
施設の特別償却（措法
43の２①、68の17①、
改正法附則33②、47②） 

○ 建物及びその附属設備に係る特別償却割合が12％（改正前は
13％）に引き下げられました。 
 
 
 
 
○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 

(6) 保全事業等資産の特
別償却（旧措法43の３
①、68の18①、旧措令 

○ 特定中核的民間施設の特別償却が、適用期限（平成17年３月31
日）の到来をもって、廃止されました。 
 

平17.4.1前に取得等を
したものについては､従
来どおり適用されます。 
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28の３①～③、39の47
①②、旧措規20の７①、
22の30①、改正法附則
33③、47③） 
（措法43の３①、68の
18①、旧措法43の３②
一、68の18②一、改正
法附則33④、47④） 
 
 
（旧措法43の３②二､
68の18②二､旧措令28
の３⑥､39の47⑤、旧措
規20の７②、22の30②、
改正法附則33④、47④） 

 
 
 
○ 保全事業等資産の特別償却について、次の改正が行われました。 
イ 山村振興法の保全事業等の計画に係る特別償却につき、機械
及び装置の特別償却割合が13％(改正前は15％)に引き下げられ
るとともに、適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されま
した。 
 
 
ロ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備
の促進に関する法律の事業計画に係る特別償却が、適用期限（平
成17年３月31日）の到来をもって、廃止されました。 

 
 
 
 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 

(7) 地震防災対策用資産
の特別償却（措法44①、
68の19①、措令28の４
②、39の48②、旧措法
44①、68の19①、旧措
令28の４②④、39の48
②③、改正法附則33⑤、
47⑤、改正措令附則18
①②、28①②、旧昭54
総理府告示第26号、旧
平14内閣府告示第12
号、平17内閣府告示第
33号、旧平15内閣府告
示第288号、平17内閣府
告示第34号、平17内閣
府告示第35号、旧平15
内閣府告示第289号） 

○ 対象区域について、次のとおり見直しが行われました。 
 イ 追加された区域……日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係
る地震防災対策の推進に関する特別措置法により日本海溝・千
島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域として指定された区
域 

 
 
 
ロ 除かれた区域……大規模地震対策特別措置法の地震防災対策
強化地域のうち、地震防災対策用資産の普及が進んでいる地域
として内閣総理大臣が指定する区域 

 
○ 特別償却割合が８％（改正前は９％）に引き下げられました。 
 
 
 
 
 
○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

 
日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震に係る地震
防災対策の推進に関す
る特別措置法の施行の
日以後に取得等をする
ものについて適用され
ます。 
平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 

(8) 特定高度技術産業集
積地域における高度技
術産業用設備の特別償
却（措法44の２①、68
の20①、改正法附則33
⑥、47⑥） 

○ 特別償却割合が次のとおり引き下げられました。 

対 象 資 産 改 正 前 改 正 後 

機 械 及 び 装 置 15％ 14％ 

建物及びその附属設備 ８％ ７％ 

 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 

(9) 事業革新設備の特別
償却（措法44の４①、
68の21①） 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 － 

(10) 特定電気通信設備
等の特別償却（措法44
の６①、68の23①、改
正法附則33⑦、47⑦） 

○ 特別償却割合が次のとおり引き下げられました。 

 対   象   資   産 改正前 改正後 

デジタル送信用光伝送装置 10％ 10％ 電気通信利
便性充実設
備 

加入者系光ファイバケーブ
ル 

６％ ５％ 

広帯域加入
者網普及促
進設備 

デジタル加入者回線多重化
装置 15％ 12％ 

○ 適用期限が次のとおり延長されました。 
 イ 電気通信利便性充実設備及び広帯域加入者網普及促進設備に
係る措置……平成18年５月31日まで１年２月延長 
 ロ 放送番組制作効率化設備に係る措置……平成19年３月31日ま
で２年延長 

平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
 
 

－ 

(11) 商業施設等の特別
償却（措法44の７①、
68の24①、措令28の10
①②、39の53①②、旧
措法44の７①一･二･
四、68の24①一･二･四、
旧措令28の10①～④、
39の53①～④、旧措規 

○ 中小小売商業振興法の共同店舗等整備計画に係る特別償却が廃
止されました。 
 
 
○ 中小企業流通業務効率化促進法の認定計画に係る特別償却が、
適用期限（平成17年３月31日）の到来をもって、廃止されました。 
 
○ 中小小売商業振興法の認定商店街整備計画に係る特別償却及び 

平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 
同 上 
 
 
－ 
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20の12①、22の34①、
改正法附則33⑧⑨、47
⑧⑨） 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律の認定振
興計画に係る特別償却について、適用期限が平成19年３月31日ま
で２年延長されました。 

 

(12) 製造過程管理高度
化設備等の特別償却
（措法44の８①、68の
25①、旧措法44の８①、
68の25①、旧措令28の
11①、旧措規20の13①、
改正法附則33⑩⑪、47
⑩⑪） 
 

○ 飼料製造設備等の特別償却が、適用期限（平成17年３月31日）
の到来をもって、廃止されました。 
 
 
○ 製造過程管理高度化設備等に係る特別償却割合が次のとおり引
き下げられました。 

対  象  資  産 改 正 前 改 正 後 

機 械 及 び 装 置 12％ 10％ 

建物及びその附属設備 ６％ ５％ 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 

(13) 特定地域における
工業用機械等の特別償
却（措法45①一、68の
27、措令28の13①一、
改正法附則33⑫、47⑫） 
 
 
 
  
 
（措法45①二、68の27、
措令28の13①二･④、改
正措令附則18③、平17
総務省・農林水産省・
国土交通省告示第59
号） 
 
 
 
 
 
 
 （措法45①三、68の27、
措令28の13①三イ、改
正法附則33⑫、47⑫） 

○ 半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却につい
て、次の改正が行われました。 
 イ 機械及び装置の特別償却割合が10％（改正前は11％）に引き
下げられました。 

 
 
 
 
 ロ 適用期間が公示の日から21年間（改正前は19年間）に延長さ
れました。 

○ 過疎地域等における工業用機械等の特別償却について、次の改
正が行われました。 
 イ 対象地域となる過疎地域に類する地区に、半島振興対策実施
地域として指定された地区のうち一定の要件を満たす地区が追
加され、適用期限が平成19年３月31日までとされました。 

 
 
 
 
ロ 過疎地域及び過疎地域に類する地区（奄美群島の地区を除き
ます。）並びに水源地域に係る適用期限が、平成19年３月31日ま
で２年延長されました。 

○ 離島振興対策実施地域等における工業用機械等の特別償却につ
いて、次の改正が行われました。 
イ 特別償却割合が次のとおり引き下げられました。 

対  象  資  産 改 正 前 改 正 後 

機 械 及 び 装 置 11％ 10％ 

建物及びその附属設備 ７％ ６％ 

 

ロ 離島振興対策実施地域及びこれに類する地区（奄美群島を除
きます。）に係る適用期間が公示の日から14年間（改正前は12年
間）に延長されました。 

 
 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 
 
 
 
半島振興対策実施地域
として指定された日以
後に取得等をするもの
について適用され、同
日前に取得等をしたも
のについては、従来ど
おり適用されます。 
－ 
 
 
 
 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 

(14) 医療用機器等の特
別償却（措法45の２①、
68の29①、措規20の17
④二･六･七、22の38、
旧措法45の２①二、68
の29①二、旧措令28の
14②④⑧、39の58②④、
旧措規20の17②二･三･
③二、22の38②、改正
法附則33⑬、47⑬、改
正措令附則18④、28③、
改正措規附則９①、平
２大蔵省告示第24号、
平15厚生労働省告示第
145号、平17厚生労働省
告示第146号） 
 
 

○ 医療用機器の特別償却について、次の改正が行われました。 
イ 特定民間施設の機能の発揮に資する機器の特別償却が、適用
期限（平成17年３月31日）の到来をもって、廃止されました。 
 
ロ 適用対象資産である救急医療用機器から、次の脳疾患の治療
に資する機器等が除かれました。 
 ・超音波式経頭蓋血流測定装置 
 ・生体情報モニタ 
ハ 医療の安全の確保に資する機器について、次の改正が行われ
ました。 
・輸液ポンプが除かれました。 
・生体情報モニタ連動ナースコール制御機、調剤誤認防止装置
及び分娩監視装置が追加されました。 

 
 
 
 
ニ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

 
平17.4.1前に取得等を
したものについては、従
来どおり適用されます。 
同 上 
 
 
 
 
 
同 上 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 
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(15) 特定医療用建物の
割増償却（措法45の２
②、68の29②、旧措法
45の２②一、68の29②、
改正法附則33⑭、47⑭） 

○ 特定医療用建物の割増償却について、次の改正が行われました。 
イ 適用対象資産から、介護保険法の介護老人保健施設の用に供
される建物及びその附属設備が除かれました。 
 
ロ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。  

 
平17.4.1前に取得等を
したものについては、従
来どおり適用されます。 
－ 

(16) 建替え病院用等建
物の特別償却（措法45
の２④、68の29④） 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 － 

(17) 経営基盤強化計画
を実施する指定中小企
業者の機械等の割増償
却（措法46①、68の30
①、旧措法46①一、68
の30①一、旧措令29①
～③、39の59①～③、
改正法附則33⑮⑯、47
⑮⑯、改正措令附則18
⑤⑥、28④） 

○ 中小企業経営革新支援法の経営基盤強化計画に係る割増償却
が、適用期限（平成17年３月31日）の到来をもって、廃止されま
した。 
 

平17.4.1前に経営基盤
強化計画の承認を受け
た特定組合等の構成員
である法人の有するも
のについては、従来ど
おり適用されます。 

(18) 障害者を雇用する
場合の機械等の割増償
却（措法46の２①、68
の31①） 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 － 

(19)農業経営改善計画等
を実施する法人の機械
等の割増償却（措法46
の３①一、68の32①一） 

○ 農業経営基盤強化促進法の農業経営改善計画に係る割増償却に
ついて、適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

－ 

(20) 優良賃貸住宅等の
割増償却等（措法47①
③⑤、68の34①③⑤、
改正法附則33⑰⑱、47
⑰⑱、改正措令附則18
⑦、28⑤、改正措規附
則９②、12①） 

○ 特定優良賃貸住宅の割増償却割合が次のとおり引き下げられま
した。 

特定優良賃貸住宅の区分 改 正 前 改 正 後 

耐用年数3 5年未満のもの 21％ 15％ 

耐用年数3 5年以上のもの 28％ 20％ 

○ 高齢者向け優良賃貸住宅の割増償却及び改良優良賃貸住宅の特
別償却の適用期限が、平成19年３月31日まで２年延長されました。 

平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
－ 

(21) 特定再開発建築物
等の割増償却（旧措法
47の２③二、68の35③
二、旧措令29の５②③、
39の64②③、旧措規20
の21②③⑤二、22の42
②、改正法附則33⑲、47
⑲、改正措令附則18⑧、
28⑥、改正措規附則９
③、12②） 
（措法47の２③三、68
の35③三、措令29の５
④⑤、39の64④⑤、措
規20の21③⑤三、22の
42③、改正法附則１二
十、33⑳、47⑳） 
（措法47の２③五、68
の35③、措令29の５⑨、
措規20の21④⑤五、旧
措令29の５⑨、改正法
附則33 、47 、改正
措令附則18⑨） 
 
 
(措法47の２①､68の35
①） 

○ 適用対象資産について、次の改正が行われました。 
 イ 適用対象資産から、都市再開発法の認定再開発事業計画に基
づいて行われる再開発事業により整備される一定の建築物が除
かれました。 
 
 
 
 
 
 
 ロ 適用対象資産に、都市再生特別措置法の認定整備事業計画に
基づいて行われる都市再生整備事業により整備される一定の建
築物が追加されました。 
 
 
 
ハ 雨水貯留・利用浸透のための構築物について、土地の浸透性
舗装でその面積が3,000㎡以上の規模のものが追加されるとと
もに、雨水貯留浸透施設の貯水容量要件が次のとおり引き上げ
られました。 

区    分 改 正 前 改 正 後 

特定都市河川流域 100�以上 100�以上 

そ の 他 の 地 域 200�以上 300�以上 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 

 

 
平17.4.1前に取得等を
したものについては、
従来どおり適用されま
す。 
 
 
 
 
 
都市再生特別措置法等
一部改正法附則第１条
ただし書に規定する日
（平17.4.27）以後に取
得等をするものについ
て適用されます。 
平17.4.1以後に取得等
をするものについて適
用され、同日前に取得
等をしたものについて
は、従来どおり適用さ
れます。 
 

－ 

(22) 倉庫用建物等の割
増償却（措法48①、68
の36①、措令29の６②、
39の65②、旧措法48①、
68の36①、旧措令29 の 

○ 適用対象法人が、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する
法律に基づく認定又は確認を受けたものに限定されました。 
○ 適用対象資産が、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する
法律の認定総合効率化計画に記載された特定流通業務施設に限定
された上で、その床面積要件等が次のとおりとされました。 

流通業務の総合化及び
効率化の促進に関する
法律の施行の日以後に
取得等をするものにつ
いて適用され、同日前 
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６②、改正法附則１二
十一、33 、47 、
改正措令附則１七、18
⑩⑪、28⑦、改正措規
附則9④、12③） 

 

区  分 改 正 前 改 正 後 

多 階 建 て 床面積2,000㎡以上 床面積3,000㎡以上 

 

平 屋 建 て 床面積1,000㎡以上 床面積1,500㎡以上 

冷 蔵 倉 庫 容積2 , 0 0 0�以上 容積3 , 0 0 0�以上 

貯 蔵 槽 倉 庫 容積4 , 5 0 0�以上 容積6 , 0 0 0�以上  

に取得等をしたものに
ついては、従来どおり
適用されます。 
 

(23) 植林費の損金算入
の特例（措法52、68の
38、旧措法50） 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 
 

－ 

(24) 鉱工業技術研究組
合等に対する支出金の
特別償却（旧措法52、
68の39、改正法附則33
、47 、旧措令39の
68） 

○ 適用期限（平成17年３月31日）の到来をもって、この特別償却
制度が廃止されました。 
 
 

平17.4.1前に支出した
費用又は負担金につい
ては、従来どおり適用
されます。 

 

Ⅲ 引 当 金 ・ 準 備 金 制 度 に 関 す る 改 正 
 

○ 引当金・準備金制度について、次の改正が行われました。 

改 正 事 項 改 正 の 内 容 適 用 時 期 等 

(1) 海外投資等損失準備
金（措法55④三･⑨⑱、
68の43④三･⑧⑮、措令
32の２⑬⑯ 、39の72
⑨⑰、改正法附則34①、
48①、改正措令附則19
①、29①） 

○ 適格現物出資により外国法人である被現物出資法人（資源開発
投資法人に該当するものを除きます。）に特定法人の株式等又は
資源特定債権の全部又は一部を移転した場合には、海外投資等損
失準備金を取り崩すこととされました。 

平17.4.1以後に適格現
物出資により外国法人
である被現物出資法人
に移転する特定法人の
株式等又は債権につい
て適用されます。 

(2) 特定災害防止準備金
（措法55の６①⑨、68
の45①⑧） 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 
 

－ 
 

(3) 特定都市鉄道整備準
備金（旧措法56、68の
47、旧措令32の９、39
の75、旧措規21の６、
22の48、改正法附則１
二、34②、48②、改正
措令附則１二、19②③、
29②、改正措規附則１
二、10①、13①） 

○ 整備事業計画の認定期限（平成17年９月30日）の到来をもって、
この準備金制度が廃止されます。 
   

平17.10.1前に認定を受
けた整備事業計画に係
る特定都市鉄道整備準
備金については、従来ど
おり適用されます。 
 

(4) 電子計算機買戻損失
準備金(措法57①､68の
50①） 

○ 適用期限が平成19年３月31日まで２年延長されました。 
 

－ 
 

(5) 日本国際博覧会出展
準備金(旧措法57の2､
68の52､旧措令33の2､
39の80､旧措規21の10､
22の53､改正法附則34
③､48③､改正措令附則
19④､29③､改正措規附
則10②､13②） 

○ 適用期限（平成17年３月24日）の到来をもって、制度が廃止さ
れました。 
   

日本国際博覧会出展準
備金を有する法人の平
18.3.24を含む事業年度
等以前の事業年度等の
所得の金額の計算につ
いては、従来どおり適用
されます。 

(6) 使用済燃料再処理準
備金（措法57の３、68
の53、措令33の３、39
の81、旧措法57の３、
68の53、旧措令33の３、
39の81、旧措規21の11、
22の54、改正法附則１
二十五、34④～⑭、48
④～⑫、改正措令附則
１十四、19⑤～⑦、29
④、改正措規附則１十
二） 

○ 原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の
積立て及び管理に関する法律の制定に伴い、同法の特定実用発電
用原子炉設置者等が使用済燃料の再処理等に要する費用の支出
に充てるため、同法の規定により資金管理法人に使用済燃料再処
理等積立金として積み立てた金額に相当する金額以下の金額を
損金の額に算入するという外部積立方式の制度に改組されまし
た。 
  なお、この法律の施行の際現に使用済燃料がある特定実用発電
用原子炉設置者が、その施行の日を含む事業年度開始の日以後15
年以内の日を含む各事業年度において、資金管理法人に積み立て
た金額のうち使用済燃料再処理等積立金とみなされる金額に相
当する金額以下の金額を損金の額に算入することとされました。 

原子力発電における使
用済燃料の再処理等の
ための積立金の積立て
及び管理に関する法律
の施行の日以後に終了
する事業年度等分の法
人税について適用され
ます。 
なお、同日において改正
前の規定により積み立
てた使用済核燃料再処
理準備金の金額を有す 

普通 

倉庫 


